
 
様式１  

 
競争入札参加資格審査申請書  

                                                       令和   年   月   日 
  和 歌 山 県 知 事 様 

 
  申 請 者 
 
 
  法人･個人の区分 
 
  法人事業者 
 
  個人事業者 
 
  いずれかを○ 
   で囲むこと｡ 

 
  主たる事務所の 
  所 在 地 
 
  (個人事業者は住所も記入) 

  〒    －  
 
 
 
 
    〒   － 
 
 

 
 （ ふ り が な ） 
  名          称 
  (個人事業者は、商号、屋号

等を記入) 

 
 
 
                                                     

     （ふりがな） 
  代表者の職氏名 

(個人事業者は、その者の
氏名) 

  
  
                                                        

  電 話 番 号       （    ） 

  Ｆ Ａ Ｘ 番 号       （    ） 

    学校給食用和歌山県産野生獣肉（ジビエ）及びその加工品の調達に係る一般競争入札に参加したいので、

関係書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。 
    この競争入札参加資格申請書及び関係書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

 

 
   記載担当者 

  所 属 
  職 
  氏 名 

 
  電話番号  

             内線 

 

  
F A X番号 

 
 

 
 
（注）１ 法人事業者の「主たる事務所」が法人登記と異なる場合及び個人事業者の「住所」が住民票と異なる場

合には、その旨を注記すること。 
      ２ 県外の法人事業者がその法人の県内又は近隣府県内の支店等の長を代理人として定める場合は、「様式

１の２」で申請することとし、この様式は使用しないこと。なお、県内に本社・本店（主たる事務所）が

ある事業者は、当該代理人を定めることはできないので注意すること。 
       



 様式１の２  
 

競争入札参加資格審査申請書（兼委任状） 
 

            令和   年   月   日 
  和 歌 山 県 知 事 様 

 
   申 請 者 
 
  県外の法人事業者 
    代理人選定あり 

 
  主たる事務所の 
  所 在 地 

  〒     －  

 

 
 
  （ ふ り が な ） 
  名          称 

 
                                            

        （ふりがな） 
  代表者の職氏名 

  
  
                                                        

  電 話 番 号          （      ）  

  Ｆ Ａ Ｘ 番 号           （           ） 

 
   代 理 人 
 

県外の法人事業者 
がその法人の県内 
の支店等の長を代理 
人として定める場 
合のみ記入 

 
  支 店 等 の 
  所 在 地 

  〒       － 

 

 
  （ ふ り が な ） 
  支 店 等 の 名 称 

 
 
                                                     

        （ふりがな） 
  代理人の職氏名 

 
 
                                                         

 支店等の電話番号           （        ） 

 支店等のFAX番号           （        ） 
 
    学校給食用和歌山県産野生獣肉（ジビエ）及びその加工品の調達に係る一般競争入札に参加したいので、

関係書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。 
  この競争入札参加資格申請書及び関係書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

  なお、上記のとおり代理人を定め、入札参加資格有効期間中（当該有効期間内に契約を締結したものに 
ついての保証金の返還請求及び受領並びに代金の請求及び受領に係る期間を含む。）において、次の権限 

  を委任します。 
    また、代表者又は代理人を変更する場合は、変更届をもって当該委任状を変更することとします。 
    委任事項 
      １ 入札及び見積りについて 
      ２ 契約の締結について 
      ３ 業務の施行について 
      ４ 代金の請求及び受領について 
      ５ その他契約に伴う一切の権限について 
 
 
 
   記載担当者 

  所 属 
  職 
  氏 名 

 
  電話番号  

             内線 

 

  
F A X番号 

 
 

 
（注）１ 法人事業者の「主たる事務所の所在地」が法人登記と異なる場合には、その旨を注記すること。 
      ２ 代理人を定めない場合は、「様式１」で申請することとし、この様式は使用しないこと。なお、県内に

本社・本店（主たる事務所）がある事業者は、当該代理人を定めることはできないので注意すること。 



様式２  

業  務  概  要  調  書 

申請者 
(名称)   

  １ 業務概要 
  
 ①営業年数     創        業    休 業 期 間 等    現組織への変更    営 業 年 数 

     年   月    年   月～  年   月      年   月          年(１年未満切捨て) 
  ②従業員数 
（代理人を定める場

合、支店等の人数） 

人 

（       人） 

 
  うち障害者雇用人数 

 
（代理人を定める場合、 

支店等の人数） 

               人 

（       人） 

  

  ③施設概要 
 
        所 有 
         

 借 用 

     本  社 （ 本   店 ） の  社  屋      代 理 人（ 支 店 等 ）の 社 屋 
 土 
 
 地 

             ㎡  建 
 
 物 

             ㎡  土 
 
 地 

             ㎡  建 
 
 物 

 ㎡ 
           ㎡               ㎡             ㎡                       ㎡

  
  ２食肉等を販売するにつき必要な許可、登録、資格等の保有状況 
 種            類 番  号 有効期間 その他(資格者名等) 
    
    
    
    
    
    

    
    
    
    
    
  
３ 取引を希望する本社、支店、事業所等 
      * 「債権債務者登録番号」欄については、未登録の場合は記入不要です。 
  区  分 名  称  債権債務者登録番号  所    在    地  電話番号  FAX番号 
   

主たる事務所 
     

   
代理人の支店等 

 
 

 
 

   

  その他の 
  県内事業 

所、営業 

所等 

  1  
  

    

  2      

  3      

  4      

  5      

 
 （注）１ 「２ 食肉等を販売するにつき必要な許可、登録、資格等の保有状況」の「有効期間」については、「 年 月

 日から 年 月 日まで（ 年間）」、「 年 月 日から（期限切れなし）等と有効期限を明記すること。 
    ２ 保有する許可証、登録証、資格等の写しを添付すること。 



様式３  

業 務 実 績 調 書 

申請者 
(名称) 
  

 

 
 

１ 決算関係 
①直近の決算年度(年)の期間         年        月  ～           年        月 

②直近の決算 
年度(年)の 
決算内容 

法   人   事   業   者 個   人   事   業   者 
資 本 金 千円 

所 得 金 額 
(所得税青色申告決算書に基づく 
｢青色特別控除前の所得金額」 
又はそれに相当する所得金額） 

千円 準 備 金 、 積 立 金 等  千円 
繰越利益剰余金  千円 

 うち当期純利益  千円 
③直近の決算年度(年)の売上高  千円  

 
  ２ 販売実績関係（過去５年間の主な販売状況） 

    直近の決算年度(年)内の売上高               千円

 販売先 販売時期 販 売  内  容 販 売  金 額 
 

県内 
 

 ･    ･               千円

      ･   ･  
      ･   ･  
      ･   ･  
      ･   ･  
      ･   ･  

  
県外       ･   ･  千円

      ･   ･  
      ･   ･  
      ･   ･  
      ･   ･  

 
（注）１ 「１ 決算関係」の「②直近の決算年度（年）の決算内容」については、法人事業者は決算報告に係る

       貸借対照表の「純資産の部」の数値に基づき記入すること。また、個人事業者は、所得税青色申告決算書

    に基づく「青色申告特別控除前の所得金額」又はそれに相当する所得金額を記入すること。 
      ２ 「１ 決算関係」の「③直近の決算年度（年）内の売上高」は、事業者が営むすべての業務に係る売上

       高を記入し、「２ 販売実績関係」の「直近の決算年度（年）内の売上高」は、食肉等に係る売上高を記

    入すること。 



様式４ 
 

役 員 等 に 関 す る 調 書 

 
   申請者 

   名称(個人事業者は、商号、屋号等)   主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
  

役  職  名 
氏  名      生年月日 性  別  

（フリガナ） （フリガナ） 
元号 年 月 日 男：Ｍ 女：Ｆ 

姓 名 

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

  (            )  (            )      

 
（注）１ 法人事業者の場合は、その法人の登記事項証明書に登載されている役員全員について記入すること。 
      ２ 個人事業者の場合は、当該個人のみを記入すること。また、役職名には「代表者」と記入すること。 
      ３ 「元号」は、次のように記載すること。 
           明治:Ｍ  大正:Ｔ  昭和:Ｓ  平成:Ｈ 令和：Ｒ 
      ４ 記載しきれない場合は、複数枚作成すること。 

 


